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一般社団法人 日本物理学会会員に関する内規 
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第１章  総  則 

 

（本内規に定める事項） 

第１条 本内規は定款および細則にもとづき一般社団法人日本物理学会（以下本会）の入会手続，

会費，定期刊行物の配布、その他会員に関する事項を正会員（シニア会員を含む）、学生

会員、名誉会員および賛助会員について定める。 

 

（年度の意味） 

第２条 本内規における年度は定款第３５条に定める本会の事業年度と同じく，毎年１月１日か

ら１２月３１日までを意味する。 

 

 

第２章  正会員および学生会員 

 

第１節  正会員 

 

（入会手続） 

第３条 定款第５条第１項に定める正会員として本会に入会しようとする者は，細則第１条の規

定に従い以下の事項を記入の上、会長に提出しなければならない。 

(1)氏名，氏名のロ－マ字綴り，生年月日 

(2)本会正会員である紹介者２名の氏名および会員番号 

(3)学部の卒業校名・学科名と卒業の年月、および最終学歴と修了年月。ただし在学中の者は，

卒業予定年月。 

(4)所属先機関名，現住所および通信先 

(5)配布希望の定期刊行物 



 - 2 - 

２．大学院在籍者で，細則第８条第１項によって会費の減額を希望する者は，在学証明書を添

付しなければならない。 

３．正会員の入会は理事会の議にもとづき会長が決定する。 

４．会長は毎月末日までに受け付けた正会員の入会申込を翌月の理事会に諮り、承認する。そ

の理事会開催月の１日を入会日とする。ただし翌月に理事会が開催されない場合には翌月以

降の最も早い理事会に諮る。 

５．正会員としての権利は理事会で入会を承認した日の翌日から行使できるものとする。 

６．入会を承認されなかった者に対しては入会金，会費相当額を返還する。 

 

（配布を受ける定期刊行物の種類と会費額） 

第４条 正会員は，細則第１７条にもとづき配布を受ける定期刊行物（以下刊行物）の種類に応

じて，細則第７条，第１７条に定める会費額および付加会費年額をその対象年度開始日よ

り前に納入しなければならない。ただし細則第８条第１項に定める会費の減額措置を受け

る場合には学生会員会費額を適用する。 

 

（新入会者の会費の清算） 

第５条 年度の途中で入会する正会員が納入した１か年分の会費相当額，その他余分に納入した

金額は別表１に従い次年度の請求書において清算する。 

 

（会費の減額） 

第６条 正会員のうち大学院に在籍する者が細則第８条第１項によって会費の減額を希望する

場合には以下の手続をとらなければならない。 

(１)減額の申込をする正会員は所定の申込書に在学証明書を添付して９月３０日までに提出

する。 

(２)前号の手続をとった正会員の会費は翌年１月から学生会員の会費と同額とする。 

 

（会費減額の適用期間） 

第７条 大学院に在籍している正会員が会費減額の適用を受けることのできる期間は，入会また

は減額の申込の際に提出した在学証明書により大学院の課程を修了するとみなされる年

の１２月までとする。 

２．前項の期間を超えて大学院に在籍する正会員が会費の減額を希望する場合には改めて第６

条に定める手続をとらなければならない。 

３．第１項の期間内に大学院生の身分を失った場合にはその旨を申し出て翌年１月から通常の

正会員会費を納入しなければならない。 

 

（学部学生となった正会員の会費減額） 

第８条 正会員があらたに学部の学生となった場合には会費の減額を受けることができる。その

減額の手続および適用期間については前２条の規定を準用する。 

 

（特別の場合の会費減額） 

第９条 特別の事情がある場合，会長は正会員の会費の減額または１年度分の会費免除を認める

ことができる。特別の事情には，災害救助法が発令される大規模災害による被災を含むも

のとするが，この規則の適用可否およびその内容に関しては、理事会がその都度審議決定

するものとする。その場合、会費減額を求める会員は定められた対象についての被災証明

書を提出しなければならない。 

 

第２節  学生会員 

 

（入会手続） 
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第１０条 定款第５条第１項２号に定める学生会員の入会手続については第３条の正会員の入

会手続に関する規定を準用する。ただし在学証明書を必ず提出しなければならない。 

 

（配布を受ける刊行物の種類と会費額） 

第１１条 学生会員は，細則第１７条にもとづき配布を受ける刊行物の種類に応じて、細則第７

条，第１７条に定める会費額および付加会費年額をその対象年度開始日より前に納入しな

ければならない。 

 

（新入会者の会費の清算） 

第１２条 第５条の新入会者の会費の清算に関する規定は学生会員にも適用する。 

 

（学生会員会費の適用期間） 

第１３条 学生会員は入会申込の際に提出した在学証明書により卒業するとみなされる年の 

１２月まで学生会員の会費額を適用される。 

２．前項の期間を超えて大学の学部に在籍する学生会員が引続き学生会員としての取扱いを希

望する場合には改めて９月３０日までに所定の申込書と在学証明書を提出のうえ学生会員

の申込をしなければならない。 

 

（学生会員から正会員への変更） 

第１４条 大学の学部を卒業した学生会員は正会員となることができる。なお、学生会員から正

会員となった場合も、当該年度の会費額は学生会員会費額のままとする。 

 

（特別な場合の会費減額） 

第１５条 特別の事情がある場合，会長は第９条の正会員に関する規則と同様に学生会員の会費

の減額または１年度分の会費免除を認めることができる。 

 

第３節  名誉会員，シニア会員 

 

（名誉会員） 

第１６条 定款第５条第１項４号による名誉会員は、正会員と同等の資格および権利を有する。

また、会費および細則第１７条に定める付加会費を免除する。 

 

（シニア会員） 

第１７条 正会員のうち満２５年以上の間本会(本会の前身，日本数学物理学会をも含む)の正会

員であった者が満６５才以上に達し，細則第８条第２項に定める手続をとり会長の承認を

得た場合（以下シニア会員という）には会費を減額する。上記の期間には学生会員であっ

た期間を含む。ただし日本物理学会誌（以下会誌）以外の刊行物の配布を希望する場合に

は付加会費を前納しなければならない。 

 ２．シニア会員となることを希望する者は申込書を提出する年度までの付加会費を含む会費を

完納していなければならない。 

 ３．シニア会員は細則第８条第２項に定める会費額を納入しなければならない。 

 ４．会長は第３項の会費および第１項で配布を希望した刊行物の付加会費を納入しないシニア

会員には会誌および配布を希望した刊行物の送付を停止することができる。 

 

第４節  配布を受ける刊行物の変更 

 

（変更の申込時期と手続） 

第１８条 正会員および学生会員は年度単位で細則第１７条に定める刊行物について，種別の変

更，中止または新規配布を申し込むことができる。 
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２．前項の申込は毎年４月１日から９月３０日までの間に所定の申込書により翌年度の刊行物

について行うものとする。 

３．前項の手続をとらない正会員および学生会員は前年度と同じ刊行物の配布を受ける。 

４．前３項の規定に拘らず毎年１０月，１１月および１２月に入会した正会員および学生会員

は翌年度においても入会した年度と同じ刊行物の配布を受けるものとする。 

５．第２項に定める時期以外には正会員および学生会員の配布刊行物の種別変更，中止または

新規配布の申込は一切受理しない。 

 

第５節  会費納入の方法 

 

（会費の納入時期） 

第１９条 正会員および学生会員は本会からの請求にもとづき，毎年、翌年度分の会費をその対

象年度開始日より前に納入しなければならない。 

 

（会費の清算） 

第２０条 余分に納入した金額は翌年度の請求書において清算する。 

 

第６節  会費滞納者の取扱い方法 

 

（滞納満１か年未満の場合） 

第２１条 当年度分会費（付加会費含む。以下同様）を完納しない者に対しては，刊行物の配布

を中止する。中止する時期は別途定める。 

 ２．第１項に定める会費を完納した場合も，配布を中止されていた間の刊行物は配布しない。 

 

（滞納満１か年以上の場合） 

第２２条 毎年１０月までに当年度分会費を完納していない正会員および学生会員には「定款第

１０条により除籍させられる」むねの警告を出す。ただし，１２月３１日まで猶予期間を

おく。その後除籍の処置をとる。 

２．前項の猶予期間中に会費を完納した場合も，前条２項同様，刊行物の配布を中止されてい

た間の刊行物は配布しない。 

３．除籍となった正会員と学生会員、および退会した正会員と学生会員が再び入会を希望する

場合は，通常の新入会と同様の手続をとり，除籍・退会時の滞納会費額があった場合はこ

れを完納しなければならない。 

 

第７節  刊行物の国外配布送料 

 

（国外配布送料） 

第２３条 正会員および学生会員で刊行物の配布先を国外とする者は，刊行物各種類ごとに指定

された国外送料を納めなければならない。その金額は理事会が決定する。 

 

 

第３章  賛助会員 

 

（定義） 

第２４条 賛助会員は，本会の目的に賛同し継続してその財政を援助する個人または団体とする。 

 

（入会手続） 

第２５条 本会に賛助会員として入会しようとする個人または団体は，所定の入会申込書に以下

の事項を記入のうえ会長に申し込み，理事会の承認を得なければならない。 
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 １．個人の場合 

  1)氏名，フリガナ 

  2)現住所（または連絡先） 

  3)勤務先，職名 

  4)毎年度の会費の口数 

 ２．団体の場合 

  1)団体名 

  2)代表者氏名 

  3)所在地 

  4)毎年度の会費の口数 

  5)連絡先 

  6)担当者氏名 

 

（会費） 

第２６条 賛助会員は，細則第９条に定める会費１口以上を毎年末日までに納めなければならな

い。 

 

（会費の口数と配布を受ける刊行物） 

第２７条 賛助会員は会誌１部と大学の物理教育誌１部の配布を受けるほか，細則第１８条にも

とづき会費の口数に応じて刊行物の追加配布を受けることができる。 

２．追加配布を受けることができる刊行物は会誌，JPSJもしくは大学の物理教育誌とし，会費

の口数および追加配布部数は次の通りとする。追加配布としてJPSJを受け取る場合には、

賛助会員の希望によりJPSJ Online閲覧権も同時に付与される。ただし、閲覧量が多い会員

には別途Tier制購読の申込を依頼する場合がある。 

 

 

会費口数 

 

3～4 

 

5～6 

 

7～8 

 

9～10 

 

11～15 

 

追加部数 

 

1部迄※ 

 

2部迄 

 

3部迄 

 

4部迄 

 

5部迄 

 

会費口数 

 

16～20 

 

21～30 

 

31～40 

 

41～50 

 

50以上 

 

追加部数 

 

6部迄 

 

7部迄 

 

8部迄 

 

9部迄 

 

10部迄 

   ※JPSJについては4口以上で追加可能 

 

（特別な場合の会費の後納） 

第２８条 特別の事情がある場合，会長は賛助会員の会費の後納を認めることができる。 

２．本会に事情を知らせることなく長期に渡って会費の納入が滞った賛助会員は，理事会の議

にもとづき，退会したものとみなすことがある。 

 

 

  第４章  内規変更の手続 

 

（内規変更の手続） 

第２９条 本内規の変更は理事会で行う。 

 

 

（付則）2011年10月8日 本内規の変更は２０１１年９月１日から施行する。ただし本内規の変
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更を実施するための必要な措置は予め理事会が行うことができる。 

（付則）本内規は2014年5月10日から施行する。 

（付則）2014年6月14日 本内規の変更は2015年1月1日から施行する。施行までは第２７条２項

※印に係る規定は無効とする。 

（付則）本内規は 2014年 12月 13日から施行する。 

（付則）本内規は 2015年 11月 14日から施行する。 

（付則）本内規は 2016年 4月 1日から施行する。 

（付則）本内規は 2016年 7月 9日から施行する。 

（付則）本内規は 2019年 2月 16日から施行する。 

（付則）本内規は 2023年 1月 1日から施行する。 
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別表１ 新入会員の納入会費(1年分)のうち翌年度に繰り越される金額（10円未満四捨五入） 

 

（2020年1月1日から） 

（単位：円） 

  基本会費 付加会費 

  正会員 学生会員 
ＪPSJ ＪPSJ 

ＪJAP 
大学の物理

教育 (購読 A) (購読 B) 

1月入会者 0 0 0 0 

0 0 

2月入会者 1,000 670  830 1,280 

3月入会者 2,000 1,330  1,650 2,570 

4月入会者 3,000 2,000  2,480 3,850 

5月入会者 4,000 2,670  3,300 5,130 

6月入会者 5,000 3,330  4,130 6,420 

7月入会者 6,000 4,000  4,950 7,700 

8月入会者 7,000 4,670  5,780 8,980 

9月入会者 8,000 5,330   6,600 10,270 

10月入会者 9,000 6,000  7,430 11,550 

11月入会者 10,000 6,670  8,250 12,830 

12月入会者 11,000 7,330 9,080 14,120 
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一般社団法人 日本物理学会 

会員に関する内規 

 変更履歴一覧 

 

2007年12月15日 一部変更 

第９条および第１５条 

大規模災害による会費１年度分免除の規定を追加。 

 

2010年3月6日 一部変更 

第３条(3) 

定款・入会申込書等に合わせ学部の卒業校名等を追加。 

 

2011年10月 一部変更 

 一般社団法人への移行に伴う定款・細則変更による変更 

・参照先条項番号を変更。 

・ 旧定款特別会員に関する記載を「会員以外の個人または機関による定期刊行物の購読につ

いての内規」として会員に関する内規から分離。 

・ その他、一部の語句修正。 

 

 （入会手続）「第３条（６）会費を自動引き落としするための、銀行または郵便貯金のいずれ

かの必要書類」を削除。 

 

2013年9月14日 一部変更 

 第3条4号 期日や文言を変更。 

 第22条1号 「退会」を「除籍」に変更。 

 別表1のJJAP付加会費繰越額変更。 

 

2014年5月10日 一部変更 

 別表1のJPSJ付加会費繰越額変更 

 

2014年6月14日 一部変更 

 第27条2項にJPSJ Online閲覧権の記述を追加、JPSJ追加配布を4口以上に変更。施行日を2015

年1月1日として付則を追加。 

 

2014年12月13日 一部変更 

 第16条に名誉会員の資格と権限を明記。 

 

2015年11月14日 一部変更 

 第4条、14条、18条、21条、22条の一部文言等変更。 

第25条 １．個人の場合の内容を変更。 

 第28条2項を追加。 

 別表1を変更。 

 

2016年3月11日 一部変更 

 主に入会申込電子化に伴う変更。第3条、第5条、第12条。 

 別表1に端数処理方法を明記。2015年12月31日以前の表を削除。 

 

2016年7月9日 一部変更 

 第1条、第3条2項、第4条、第6条、第7条1項、2項、第10条、第11条、第17条、第19条、第21条
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2項、第22条1項、2項、3項、第27条の一部語句等変更。 

 

2019年2月16日 一部改定 

 第22条3項の文言等変更 

 別表1 付加会費 JPSJ（購読A）、（購読B）価格を改定 

 

2022年11月12日 一部改定 

 第17条 満３５年以上 を 満２５年以上 に変更 


